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１．問題の所在と目的 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）」（文部科学省,2012）

により、特別支援教育を進めていく重要性が示されてから

10年余りが経過している。「平成29年度特別支援教育体制

整備状況調査結果について」（文部科学省,2017）では、埼

玉県公立高等学校の調査結果として校内委員会設置100％、

特別支援教育コーディネーター（以下、Coとする）指名100%

と、校内支援の体制整備が進んでいる印象を受ける。しかし、

全ての学校で学校全体の取り組みとして十分に対応できて

いるとは言えないことが、同調査における校内委員会の機能

の状態を示す結果（実態把握の実施 76.2％、支援方策の検

討 78.9%）からわかる。また自身の高等学校教員及び Co の

経験から、都道府県が管轄する公立高校では学校ごとの校

種・地域性・生徒の進路状況等の特色があり、校内の特別支

援教育の理解度や取り組みについても違いが大きいと感じ

る。しかし、高等学校特有の課題として、竹達ら（2020）で

は、教科担当者によって単位認定や学習評価等において意識

の差があり、合理的配慮に基づく学習支援がなされないまま

単位未修得となってしまうケースがあることや、茂呂ら

（2023）でも、学校不適応よる長期欠席によって単位を落と

したり、中退者が多く出たりして、それにより社会的弱者の

立場から抜け出せなくなっていることが指摘されており、あ

らゆる高校において特別支援教育を推進することが急務と

いえる。 

先行論文では、高等学校で校内支援が進まない要因とし

て、Co 自身が校務分掌の兼務で多忙、知識や力量不足に悩

んでいる（松本,2012）ことや、Coには他の教員よりも特別

支援教育に対する正確な知識と運用能力を有していること

が前提となるが、それには自信が持てないコーディネーター

が少なからずいる（佐野,2019）ことがあきらかにされてい

る。このことは花熊（2023）も指摘しており、10年経っても

なお変わらない課題といえよう。また、校内支援が進まない

状況のため、高等学校における特別支援の実践事例も少なく

（竹達,2020）、支援が必要な子への対応が担任教師に任さ

れていることが多く、チームプレイが充分に行われていない

ことや、学習困難の原因の分析と原因に応じた支援の視点が

薄く、支援のノウハウも不足していること、Co の立ち位置

と権限の曖昧さ、人事異動による支援体制と支援実践の継続

性の欠如などの問題があること（花熊,2023）も指摘されて

いる。また、（宮村ら,2021）では、小中学校と違う高校の

学校風土が影響して特別支援教育を抑制していることを述

べている。この問題について、竹達ら（2020)は、多様な問

題に対し教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある

学校は特別支援教育の支援体制にもよい影響をしていると

述べており、組織づくりの観点でのアプローチの必要性を指

摘している。他にも、松本（2018）では、Coの資質が向上し

ても、組織的に取り組む体制がなければ異動・退職時に支援

が途絶える恐れがあることから、Co 個人の力量に頼らず、

組織的に特別支援教育に取り組むために、PDCA サイクルを

用いて校内支援体制の充実を図ることの重要性が述べられ

ている。以上のような課題が指摘される中、埼玉県の公立高

校では特別支援教育にどのように取り組んできたのか、ま

た、さらなる課題がないかに関して、今までに調査は行われ

ていない。                                                                                                                             

『「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子

供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学

びの実現～(答申)』（文部科学省,2021）には副題として「全

ての子供たちの可能性を引き出す」とあり、今まで学校で十

分に可能性を引き出すことができなかった子どもたちの学

ぶ意欲と自己を肯定的にとらえ、生きる力を身に着けさせる

重要性が示唆されている。また、『通常の学級に在籍する障

害のある児童生徒への支援の在り方に関する検討会議報告』

（文部科学省,2023）では、現状の校内委員会の形骸化に対

し、校長を中心とした校内委員会の在り方、校種を越えた個

別の指導計画の書式統一による作成の推進、専門家との継続

的な連携などの具体的な改善策が示されている。これを踏ま

え、実際のこの10年余りの間、各学校が特別支援教育を推

進する上でどのような課題に直面してきたのか、また、それ

に対するCoや校内委員会等がどのような工夫を行ってきた

のか、それでもなお継続的な課題は何なのか、ということを

調査し、今後インクルーシブ社会を目指し高校の特別支援教

育を推進していくために必要なことは何か、ということにつ

いて、検討の必要がある。 

そこで本研究では、これまで校内の特別支援教育の推進を

担ってきたCoに調査を行い、校内で直面している特別支援

教育推進上の課題の内容を明らかにすることを目的とし、さ

らに今後の高校での特別支援教育推進のためにどうすべき

であるのかを明らかにしていきたい。 

２．方法 



 

（１）調査期間 

 2023年10月～2023年11月に実施 

（２）調査対象 

 質問紙調査は、埼玉県立高等学校 137 校を対象とした。

ただし、複数の課程がある23校にはそれぞれの課程に回答

を依頼したため、全依頼数は162通であった。回答数は97

であり（回収率 59.9％）、このうち不備があった３部を除

く94部を分析の対象とした。また、質問紙調査でインタビ

ュー調査への協力可能と回答した24名に対し、オンライン

又は対面形式でインタビューを実施した。 

（３）調査方法及び倫理的配慮 

 本研究は、埼玉県教育委員会の許可を得た上で、学校長宛

に研究目的と調査の内容を記した依頼状を送付し、調査実

施の許諾を得られる場合に、各校のCoへ質問紙の配布を依

頼した。Co には、本研究の目的、協力と質問紙への回答は

自由意志であること、得られた情報は研究の目的以外に使

用しないこと、個人・学校が特定されないように発表するこ

とを文書で説明し、回答・提出をもって協力同意を確認し

た。研究に際しては、個人情報に十分留意し、倫理的配慮を

行った。なお、回答する方法は郵送またはオンライン入力で

もよいようにした。 

Ⅰ 質問紙調査 

１.調査内容 

質問紙の内容は、学習面又は行動面で特別な支援が必要

と思われる生徒に対する校内支援の状況と、Co が業務を行

う中で感じている困難について調査を行った先行研究（中

西ら, 2017; 水谷ら, 2015; 国立特別支援教育総合研究

所, 2006）を参考にしながら作成した。質問は 34 項目で

あり、内容は大きく４つに分かれる。まず、勤務校の基本情

報として、学科や課程・学習面や行動面で特別な支援が必要

と思われる生徒の割合・埼玉県のカウンセラー配置などの

措置を受けているか等の学校状況を問うものが９項目、次

に、Co自身について、Coの経験年数等を問うものを５項目

設定した。さらに、日々のCo業務の自信の程度について、

〈～に自信がある〉に対して〈非常に当てはまる〉〈やや当

てはまる〉〈あまり当てはまらない〉〈当てはまらない〉の

４件法で尋ねた。この調査の目的はCoが感じる困難につい

て明らかにすることであるが、経験のない業務内容に対し

て「困難はない」と回答することを回避するため、自信度の

評定を依頼した。最後に、校内委員会の回数や時間割に組み

込まれているかを問う３項目、個別の教育支援計画・個別の

指導計画の作成や中学校期のものの活用についての２項目

を設定した。なお、質問紙の最後にインタビュー調査への協

力可否について質問した。 

２.結果と考察 

（１）勤務校についての質問 

①学科・課程・R4年度の中途退学者数 

 回答のあった94校の保有学科は、普通科61校（64％）、 

専門学科17校（18％）、普通科・専門学科併設９校（10％）、

総合学科６校（７％）、総合学科・専門学科併設１校（1％）

であった。そのうち78校（83％）が全日制課程、16校（17％）

が定時制・通信制課程であり、R4 年度の中途退学者数は、

10～19人が最も多く28校（30％）、次に５～９人の25校

（27％）、20～29 人が 17 校（16％）、１～４人が 13 校

（14％）、30人以上が11校（12％）となった。また、学習

面又は行動面で特別な支援が必要と思われる生徒の割合は

０％が3人（３％）、0.1～3％は34人（36％）、4～10％29

人（31％）、11～20％は 14 人（15％）、21％以上が14 人

（15％）であった。 

②専門家の支援と特別支援学校センター的機能の活用 

R5年度、定期的な専門家の支援を受けられる配置を行う 

埼玉県の事業のうち、特別支援教育に関わるものは 3 種類

であり、その利用に関する回答が見られた。「共生社会の形

成に向けた特別支援教育推進事業に係る高等学校拠点校」

は23校（25％）、R5年度「埼玉県カウンセラー配置決定」

を受けているのが43校（47％）、R5年度「埼玉県スクール

ソーシャルワーカー配置決定」を受けているのが 27 校

（29％）であった。この他にR5年度に学校独自でスクール

カウンセラー（以下、SC）やスクールソーシャルワーカー（以

下、SSW）を採用していたのが42校（45％）であった。これ

らの県事業 3 種類や学校独自の専門家採用を１つ以上利用

しているのは、94校中80校（85.1％）であった。また、学

校で独自にSC や SSW を採用している42校のうち、県事業

３つのいずれかの配置を受けているのが22校、いずれの配

置も受けていないのが 20 校であった。回答のあった94 校

のうち、県配置・学校採用を含めた定期的な専門家支援を全

く受けていないのは、14 校（15％）のみであった。また、

ここでの専門家とは、いわゆる県立学校の外の組織から来

校する専門知識や資格を有する者と定義するが、同じ県立

学校である特別支援学校のセンター機能のCoによる巡回相

談の活用について見ると、R4年度の巡回相談の利用回数は、

０回 54 校（57％）、1 回 11 校（12％）、２～３回 15 校

（16％）４回以上の学校は14校（15％）という結果だった。 

（２）Coについての質問 

①Co経験 

 Co経験については、半数以上の50名（53％）のCoが１

～２年目、次に3～5年目24名（26％）、6～9年目が14名

（15％）、10年以上６名（6％）と、約半数のCoがここ2年

以内に交代していることが分かった。 

②現任校勤務年数、Co指名人数、Co職種 

 Coの現任校の勤務年数は、１～２年目24名（26％）、３

～５年目31名（33％）、６～９年目21名（22％）、10年

以上18名（19％）と、それぞれに大きな偏りはなかった。

校内のCo指名人数については、1人が1番多く67名（70％）、

2人が16名（17％）、3人以上が12名（13％）だった。Co

の職種については、教諭68名（72％）、養護教諭18名（19％）、

臨時的任用教諭・臨時的任用養護教諭が2名（2.1％）、再

任用教諭・再任用養護教諭が６名（6.4％）、新採用教諭は

０名（０％）であった。 



 

③ Coが業務の中で感じる困難について 

 Table１ に①～⑫の項目における自信度の結果を示し

た。ほとんどの項目で多くのCoが〈やや当てはまる〉を選

び、日々の業務に少しでも自信をもって取り組めているこ

とが分かる。以下は、自信がある〈非常に当てはまる,やや

当てはまる〉に注目して分析を行った。自信がある割合が

最も高かった②SC・SSW連携については、（１）勤務校につ

いて の質問の中で、今回回答のあった94校のうち、県配

置・学校採用を含めた専門家支援を全く受けていないの

は、14校（15％）のみであったことも合わせて考えると、

全体的に専門家連携が進み、Coが安心して連携業務に取り

組めるようになっていることがわかる。このことが他の項

目にどのように影響しているかは、インタビュー調査の結

果考察と合わせ、総合考察で述べたい。 

 ほかにも、「⑧個別の指導計画作成」が自信ある割合が

最も少なく、次いで「⑥校内研修の立案」「⑤支援方法説

明」「⑫専門知識」「⑩進路支援」が比較的自信度の低い

項目であることが分かる。学校間差という視点では、「⑥

校内研修立案」「⑧個別の指導計画作成」は、ともに〈や

や当てはまる ３〉〈あまり当てはまらない ２〉〈当て

はまらない １」まで回答が広がっており、一定数のCoに

とっては、困難度がかなり高い業務であることが分かる。 

④校内委員会、個別の指導計画・個別の教育支援計画に

ついて 

 校内委員会の構成員について、管理職は校長 11 校

（12％）・教頭78校（83％）、養護教諭79校（84％）、

Co71 校（76％）、保健主事33 校（35％）、生徒指導主任

32校（34％）、学年主任30校（32％）、担任29校（31％）、

学年から選出８校（９％）、その他は分掌や学校内の小集

団から選出をしている学校が 24 校あるが、それぞれの名

称が違うため、ここでは割愛する。また、通常の学級に在

籍する障害のある児童生徒への支援の在り方に関する検

討会議報告（文部科学省,2023）では、校長を中心とした校

内委員会の在り方について触れられているが、今回の結果

を、管理職のどちらかが委員会に属していると想定し単純

に合計しても、管理職の所属は89校（95％）であり、Coに

ついても 100％には程遠い状況であった。委員会の実態と

しては昨年度の委員会の年間開催数については、０回19校

（20％）、年１～３回 39 校（42％）、年４～６回 17 校

（18％）、年７回以上19校（20％）であり、全体的に回数

が少なく、校内委員会が時間割に組み込まれている学校が

９校（10％）だけであることも影響していることが考えら

れる。 

 個別の指導計画・個別の教育支援計画については、作成

していない学校が65校（69％）と一番高く、埼玉県HPに

掲載されている教育支援プランAB を使用しているのが19

校（20％）、通級校で使用しているもの等、学校独自で作

成している学校が10校（11％）であった。また、生徒の中

学校で作成された個別の指導計画・個別の教育支援計画の

活用については、活用している23校（25％）、活用してい

ない21校（22％）、送られてきていないので活用していな

い32 校（34％）、送られてきているかよくわからない18

校（19％）であった。現在各校に在籍している生徒のうち、

中学時に作成の必要性があった人数までは、今回の調査で

はわからない。そこで、送られてきていないので活用して

いない（34％）中に、単純に必要性がなく送られてこなか

ったケースがどれ位なのか、また、本来は中学から送られ

てくる必要があったのに送られてこず、うまく情報が引き

 



 

継がれなかったというケースがどれくらいあるのかは明

らかにできない。しかし、全体の19％が、送られてきてい

るかよくわからないと回答したことから、入試願書提出や

入学許可候補者説明会の時期に送られてくる個別の指導

計画・個別の教育支援計画の重要性が校内で共通理解され

ず、うまく引き継がれていない可能性があることが示唆さ

れた。 

Ⅱ インタビュー調査 

１.調査方法 

2023年11月１日～22日に、インタビュー調査への協力

可と回答した24名全員に対し、オンライン形式・訪問対面

形式のいずれかで、1 時間程度の半構造化面接を行った。

また、調査協力者の許可を得てICレコーダーに録音した。 

２.調査内容 

質問紙調査への協力者の特徴として、今年度経験１～２

年目のCoが50名（53％）を占めていたこと、R5年度に学

校独自でSCや SSW を採用していたCoが42 名（45％）だ

ったこと、に注目をした。また、特別支援教育や発達障害

等の障害に関する専門知識に自信があるという回答が 54

名（57.5％）を占めたこと、校内研修の立案に困難度を感

じるCoが46名（48.8％）と多いことを踏まえ、４つの質

問を行った上で、Coが特別支援教育を進める上で課題だと

感じていることについて自由に話してもらうという方法

を採用した。 

・質問１ 今年度Coに指名された理由は何か。 

・質問２ SCやSSW、学校採用SC、共生社会の形成に向け

た特別支援教育推進事業に係る高等学校拠点校の巡回

相談員・センター機能の特別支援学校Coなど、専門家と

繋がる良さや課題。 

・質問３ 特別支援教育や障害理解、支援方法について等

どのように勉強しているか。 

・質問４ 校内の先生方の特別支援教育の理解推進のため

に、していることは何か、その課題。 

３.分析方法 

 半構造化面接で聞き取った内容を、KJ法（川喜多,1970）

の手順を参考にグループ化し、さらにそれを上位カテゴリ

に分類した（Table 2）。なお、分析は筆者の問題意識をよ

く知る大学教員と現職教員である大学院生２名の意見を

参考にした。 

４.結果と考察 

 生成したカテゴリは、Coは専門家連携のよさを実感、校

内研修で理解を進めていくことの限界、ためらう高大地域

連携、Coもやり方・考え方が多様、の４つであった。その

内容を以下に示した。なお、小カテゴリは〔  〕、イン

タビューで語られた言葉は「  」で示した。 

（１）Coは専門家連携のよさを実感 

24 人全員のCo が、学校に関わる専門家から助言をもら

い、それを実行することで生徒理解や特別支援の知識が深

まった、と回答していた。しかし、特別支援教育の意義を

理解していない教員は専門家の助言を実行しないため、Co

とは反対に、特別支援教育の効果を感じる機会なく過ごす

ことになる。〔助言を実行しない教員との意識の差〕を感

じるCo は 24 名中 10 名であった。また、学校全体で専門

家の助言を実行する先生が増えた学校では、どのような支

Table２   ＫＪ法を参考にしたカテゴリ分類 
 カテゴリ名 小カテゴリ（回答者数/全回答者24名） 

1  
Coは専門家連携のよさを実感 ・助言による生徒理解の深まり（24/24) 

・助言を実行しない教員との意識の差（10/24) 

・助言による業務軽減(9/24) 

・SSW配置で進む外部支援(８/24) 

・SCや特別支援学校Coの得意分野は多様（８/2４） 

2 校内研修で理解を進めていくことの限界 ・現場の「特別支援」は範囲が膨大（18/24) 

・講師の確保が困難(4/24) 

・Co自ら講師を務める不安(4/24) 

・教員の異動があり内容をステップアップできない(16/24） 

3 

 

 

ためらう高大地域連携 ・卒業後に不安を感じつつ、生徒を押し込んでいる現状（20/24) 

・就職までの猶予が⾧く、選ばれる大学(3/24) 

・大学は支援をしないイメージ(22/24) 

・就職後の支援機関がわからず引き継げない（20/24) 

4 Coもやり方・考え方が多様 ・特別支援教育の目標を知らない（5/24) 

・Co業務は専門家面談の日程調整（３/24) 

・前任者の仕事の踏襲（7/24) 

・なるまで仕事が見えないCo（2/24) 

・Co経験者も考えが多様（1/24) 

・Co研修への要望も多様（９/24） 

 



 

援をしたらよいか教員が悩む時間が減り、〔助言による業

務軽減〕を感じている。SSW の配置がある学校では、今ま

で生徒の悩みを聞いても解決できなかったことも、SSW が

具体的な支援の場に家庭を連れ出してくれることで、「生

徒の進路実現や手帳取得に繋がった」という声もあった。

しかしながら、〔SCや特別支援学校Coの得意分野は多様〕

であるため、初めて連携する際に、高校Coが要望とミスマ

ッチしていると感じると、その後の継続的な相談へ繋がり

にくくなっていることもわかった。また、インタビュー中、

多くの Co から専門家来校の回数が増えることを希望する

声が聞かれた。 

（２）校内研修で理解を進めていくことの限界 

 〔助言による生徒理解の深まり〕を感じるCoとは反対に、

特別支援教育の意義を理解せず、専門家の助言を実行しな

い教員が校内に一定数いることで、日常的な生徒支援に影

響が出ていることも語られた。具体的には、「合理的配慮

があった方がよい生徒がいても、議論の場に挙げることも

できない」「エネルギーのかけ方が違う先生、生徒はこう

でなくちゃダメ、という思いこみがまだある」などの言葉

であった。そのような状況であれば校内研修を充実させた

いところだが、〔現場の「特別支援」は範囲が膨大〕であ

り、教育相談・特別支援・日本語支援・家庭支援もCoが担

当していることから、校内研修の内容も多岐に渡り、「特

別支援をテーマに取り上げられない」という学校もあっ

た。また、〔講師の確保が困難〕という学校も４校あった。

これは、来校する専門家に講師をお願いするのが好都合だ

が、年度開始後に専門家と初顔合わせをするため、その時

点で講師の都合に合わせて行事の変更をすることが難し

いという事情があるようだ。また、（１）Coは専門家連携

のよさを実感 にもあった〔SC や特別支援学校Coの得意

分野は多様〕であることから、その学校でのコアな課題が

専門家の得意分野に当てはまらない時には、研修の内容が

「障害の基礎」にとどまってしまうという意見もある。そ

のような中、本を読みかじり〔Co自ら講師を務める不安〕

を感じながら、Coが研修を進めている学校もあった。しか

し、「内容があっているのか分からない」「他の教員の反

応はあまりよくなかった」と実践した Co 自身の感想も語

られた。さらに、Co経験の長短に関わらず、校内研修を行

っている全ての学校のCoから一様に挙げられたのが、〔教

員の異動があり内容をステップアップできない〕という悩

みであった。本来は発達障害の特性の基礎理解だけでな

く、内容をより具体的なものに変えていきたいが、転入し

てくる教員も特別支援教育についての話を聞くのは初め

てだということもまだ多く、個別支援などの踏み込んだ内

容を行っても「難しさばかりを感じさせてしまう」という

ことであった。 

質問紙調査では、約半数の学校で、Coが１～２年ごとに

交代している現状が明らかになっている。このことも合わ

せて考えると、校内研修が系統性をもって行われることは

難しく、全教員の特別支援教育への理解を深める機能を果

たしにくいことが分かる。 

（３）ためらう高大地域連携 

 生徒の卒業後の進路について、多くの Co の悩みとして

聞かれたのが、〔卒業後に不安を感じつつ、生徒を押し込

んでいる現状〕があることだった。在学中にできるだけ援

助要請の大切さを教えたり、具体的な支援センターなどに

繋いだりしている学校もあったが、ごく少数であった。特

に「大学が支援してくれるイメージが湧かず、連携しづら

い」という意見や、「診断がない生徒や、今まで支援を受

けてこなかった生徒を高校では支援しているが、大学では

支援してくれるのだろうか」という不安も語られた。一方

で、自信が持てない生徒は就職までの猶予期間の長い大学

を選びがちだ、という現場での実感もあるため、連携がと

れていないことは喫緊の課題といえる。進学以外の進路の

場合にも、〔就職後の支援機関がわからず引き継げない〕

という課題が浮き彫りになった。また、この課題に対して

は、「センター機能の特別支援学校主催で地域支援機関の

研修があり、とてもよかった」という声もあった。 

（４）Coもやり方・考え方が多様 

 インタビューの中で、校内の特別支援教育の理解と実現

の程度に関わらず、５名のCoから〔特別支援教育の目標を

知らない〕という不安が語られた。Coという仕事が何をす

るものなのかわからないまま、〔前任者の仕事の踏襲〕を

して、〔Co業務は専門家面談の日程調整〕だと思っている

Coや、逆に「専門家面談の日程調整だけで本当にいいのか」

といった迷いを口にするCo もいた。また、「Co 経験者同

士も考えが違い、引き継いでも業務の連続性が難しい」と

いう意見も聞かれた。 

Coもやり方・考え方が多様であるということは、現状の

Co研修への要望にも表れている。状況の違う他校の事例を

聞くよりも、自校で困っていることが知りたい、という観

点から、授業法・教員への効果的な説明の仕方・偏差値の

様々な学校の事例・マルトリートメント・Co同士の情報交

換・中学校連携、等の具体的な要望が挙げられた。Coそれ

ぞれの関心事にも違いがあることがわかる。 

 以上のことから、今回のインタビュー調査では、巡回相

談員・SC・SSW・センター機能特別支援学校Coなどの専門

家連携が進む中、Coは、それらの専門家の助言を聞いて生

徒理解が進み、助言を実行に移すことで特別支援教育の知

識や効果を得ていることがわかった。その結果、自校の現

状に対して具体的な課題意識を持ち、Co研修についても、

「自校の現状に必要度の高いことを学びたい」と意欲的に

とらえていることがわかった。その一方で、特別支援教育

の意義を理解していない教員は専門家の助言を実行せず、

効果を感じる機会もなく過ごすため、学校全体の中で、特

別支援教育への意識の差が大きくなり、「エネルギーのか

け方が違う先生、生徒はこうでなくちゃダメ、という思い

こみがまだある」「合理的配慮があったほうがよい生徒が

いても、議論の場に挙げることもできない」などの言葉に

みられるような、生徒の二次障害や合理的配慮の不提供に



 

繋がる恐れもでていることも分かった。このような教員間

の意識の差を埋めるべく、校内研修の実施に工夫をしてき

たCoだが、〔講師の確保が困難〕である等の他にも、この

10年余り〔教員の異動があり内容をステップアップできな

い〕という悩みを抱えていたことも明らかになった。 

 また、高校卒業後の進路先連携については、生徒の支援

情報を繋いだ方が良いと感じながらも、進学先での生徒支

援の具体的な実態が見えないために Co が連携に消極的に

なっていることや、〔就職後の支援機関がわからず引き継

げない〕という悩みがあることがわかった。 

Ⅲ 総合考察 

１. 特別支援教育コーディネーターから見た埼玉県立高

等学校における特別支援教育の推進上の課題 

 質問紙調査の結果から、今年度指名された Co の半数以

上の50名（53％）が１～２年目であることがわかった。そ

れにもかかわらず、Table１ の①～⑫の項目における自

信度の結果では、「⑨日常の生徒への個別支援」「④生徒

支援方法検討」など、Coが自信をもって取り組めているこ

とが分かった。また、インタビュー調査により、それは専

門家連携による効果であると Co は感じていることが分か

った。質問紙調査でも、②SC・SSW連携の自信度は高く、比

較的自信ある割合が少なかった、「⑧個別の指導計画作成」

「⑥校内研修の立案」「⑤支援方法説明」「⑫専門知識」

など、専門家の助言をそのまま実行するのではなく、Co自

身が直接自分で行うものが比較的自信度の低い項目であ

ることも読み取れる。近年の埼玉県の専門家配置事業や、

各校の専門家の独自採用が功を奏している。 

 しかし、このようにCoが自信を得ている反面、校内に、

特別支援教育への意義が感じられず、専門家の助言を実行

しない教員が一定数おり、生徒の二次障害や合理的配慮の

不提供に繋がる恐れがあるなど、深刻な状況が見られる。

本来はこのような意識の差を校内研修で縮めていくはず

だが、多くの Co が教員の異動により校内研修の内容がス

テップアップできない悩みを抱えていることもインタビ

ュー調査で明らかになった。そこで、今後は校内研修以外

の方法を検討し、教員の特別支援教育への理解を促進する

必要がある。 

また、質問紙調査から「⑩進路支援」が比較的自信度の 

低い項目であることもわかっており、インタビュー調査で

も、Co自身も生徒がうまく適応していける見通しが持てな

いまま、進路希望を叶えることに注力し、生徒がそのまま

卒業していく状況が見られた。生徒は卒業後の人生の方が

長く、生涯にわたる支援について、Coや校内教員が見通し

をもって生徒支援をしていけるようにしていく必要があ

る。 

以上の課題を踏まえ、埼玉県の高校の特別支援教育の推 

進のために、必要な方向性は何かを考えたい。 

２.埼玉県立高等学校における特別支援教育の推進上の解

決の手立て 

（１）県が実施する全教員対象の特別支援教育研修会を行

う 

 Coが校内研修立案に困難を感じる理由のうち、「教員の

異動があるため、毎年特別支援教育の知識や経験のない教

員が多く混在し、内容をステップアップしていけない」と

いうことについては、時間契約の研修会講師や経験の浅い

Coに、知識差のある教員に対し個別対応を求めることには

無理がある。学校を越えて全教員対象の特別支援教育研修

会を行う方が効率的であり、かつ、現在校内研修をしてい

ない学校も含め、全体理解を確実に高めていける方法だと

考えられる。 

 特別支援教育についての研修は、今までも初任者研修や

年次研修で行われてきたが、今後もそのような形で進めて

いくのがよいだろうか。 

 初任者については、平成 28 年の『教育職員免許法の改

正』（文部科学省,2017）により、教職課程に新たに「特別

支援教育の充実」が求められ、令和元年度より新しい教職

課程が実施され、「特別の支援を必要とする幼児、児童及

び生徒に対する理解」が１単位以上必修となった。つまり

令和元年度以降、新しい教育課程で勉強した人は、特別支

援教育に一定の理解をもって免許を取得していることに

なる。インタビューの中でも、「初任者の先生の大学のテ

キストを見せてもらい、ベテラン教員の間で共有した」と

いうエピソードが語られた。 

また、今回の質問紙調査結果において、今年度指名され

たCoのうち、53％がCo経験年数１～２年目であることが

わかった。しかし、インタビューに回答したCo経験年数１

～２年目12名のうち、5名は初任時に特別支援学校での勤

務経験があった。令和４年の『特別支援教育を担う教師の

養成の在り方等に関する検討会議報告』（文部科学

省,2022）では新採用教員が10年以内に特別支援学校を経

験するという施策も打ち出されており、今後もこのような

傾向は続くのだろう。この５名は、その学校が主対象とす

る障害種の違いこそあれ、障害を併せ持つケースに対応し

て、特別支援学校勤務時代に様々な障害についての研修会

を受けてきている。高校で多く見られる発達障害や知的発

達に遅れのある生徒の教育についても、一定の知識を持っ

ているという自覚が見られた。 

これらのことから、研修を行う際には、新採用教員や経

験年数の浅い教員にターゲットを絞って行っていくより

も、むしろ全体への研修に目を向けたほうが効果的である

ことがわかる。 

今回インタビューをした Co のこれまでの工夫を総合す

ると、全体研修は、比較的大人数の参加が見込まれる職員

会議前の 15 分程度で、年数回にわけて行うのが効率的で

ある。そして、内容を共有しやすく、質問もしやすいよう

に学校内に一つの会場を設け、オンライン又はオフライン

研修を受けるのがよい。個々にオンラインでの研修となる

と、日々の業務に追われ、ついつい後まわしになりがちで

もあるからだ。 

（２）全教員対象の研修内容 



 

インタビューに回答した２４校中、約半数の１０校で、

専門家の助言を実行しない教員が一定数いることで、生徒

支援が学校全体での動きになっていないことが語られた。

その結果、専門家による支援の活用の形骸化が起き、生徒

の二次障害や合理的配慮の不提供に繋がる恐れがある事

がわかった。教員の「高校では特別支援教育はしないとい

う思い込み」を解くために、全体研修ではまず、特別支援

教育の法的位置づけや意義、合理的配慮などの人権にかか

わる最重要事項について説明を行う。次に、二次的な障害

の予防のための生徒理解と関わり方について行うのがよ

いだろう。これについては海津亜希子（2017）で、二次的

な障害への予防的な関わりとして、「学びのアクセス」の

保障、「自己理解」を促す関わり、「信頼感」を育む関わ

り、の３つについて通常の学級や学校全体でおこなうこと

が重要だと述べている。今回の調査では、Co以外の教員か

らの聞き取り調査は行っておらず、助言を実行しない教員

の詳細な理由まではわからない。Coからは、「特別支援と

いうと、個別指導という事ばかりが頭に入り、教員は大変

だと敬遠してしまう」「忙しい中堅教員や運動部の顧問な

ど放課後に時間がとれない教員ほど、特別支援に後ろ向

き」などの言葉も語られている。そのような教員が、でき

そうだと思える、通常授業の中での取り組みや関わりにつ

いて目を向けて、二次的な障害を引き起こす不適切な関わ

りをなくしていくことからから始めるのがよいといえる。 

（３）校内委員会開催の重点項目 

  全教員対象の研修によって理解を広めていくのと同時

に、教員が特別支援教育の良さを感じることで生徒支援を

実行していく行動が強化される必要もある。これは宮村

（2021）でも、学校組織風土の点で、小中学校と違い、学

校全体に統制が及びにくい高等学校では、教員が学校にと

って必要だと考えれば、校長の決定にかかわらず実行する

という意識があることが推察されている。では、個々の教

員が特別支援教育の良さを自覚するにはどうすればよい

か。今回インタビューしたCo全員が、学校に関わる専門家

から助言をもらい、それを実行することで生徒理解や特別

支援の知識が深まったと感じている。通常の学級に在籍す

る障害のある児童生徒への支援の在り方に関する検討会

議報告（文部科学省,2023）により、今後、校内委員会の在

り方の整備も一層進んでいくものと思われる。校内委員会

を効果的に運用していくためには、委員会の時間を、Coが

専門家の助言を伝達する場としてとらえるのではなく、す

でに書面・口頭・ICT 等による情報共有をすませた専門家

の助言を、学年や関係する部署で実行してみてどうだった

か、という効果検証を情報共有する場と捉えていくことが

よいと考えられる。その前段階にある、専門家の助言を具

体的にどう指導に落とし込むか、だれがいつ実行するか、

という部分について自律的に話し合う学年会等の場が不

十分であれば、そこから委員会で始めることが必要であ

る。現在の校内支援の状態をみて、支援方法の決定も校内

委員会で共有した方が良いようであれば、校内委員会を時

間割に組み込む必要がでてくるだろう。また、支援方法の

決定までは学年会議等で充分行えているようであれば、校

内委員会を月に１度は放課後に必ず実施できる状況を確

保し、効果検証報告と支援の再考に内容を絞って行うこと

ができる。校内委員会の整備については、行う内容を中心

に考える必要がある。 

（４）進路先連携に関わる個別の指導計画・個別の教育支

援計画の作成 

 Coが不安を感じている大学の支援の実態はどうか。独立

法人大学入試センターの HP にある、大学入学共通テスト

の試験上の配慮を申請する際の提出書類には、診断書の他

に、高校が記入する状況報告書が含まれている。これは、

高校時代の具体的な支援内容を書くもので、個別の指導計

画・個別の教育支援計画のコピーの提出がこれに代わるも

のとして挙げられている。高等教育機関である大学にうつ

ると、高校までに行われていた特別支援教育はなくなり、

合理的配慮の観点での支援に切り替わるため、配慮を受け

るには、本人の申し出と具体的な支援の必要性についての

提示や説明が必要になる。インタビューでも、「今年の入

試を受けるにあたり大学に相談したところ、配慮が必要な

生徒の個別の指導計画の提出を求められたので慌てて作

り始めた」という声も聞かれた。 

このように進路先連携のツールとして重要な役割をも

つ個別の指導計画・個別の教育支援計画について、質問紙

調査では、高校教育支援プラン AB や学校独自でプランを

作成している学校 29％と、現在はあまり作成されていな

いことがわかる。その理由について、インタビューでは、

「校内での情報共有には別のツールが使われているので、

必要性を感じない」という声が多く聞かれた。しかし、令

和3年に障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

の一部が改正され、令和６年４月からは合理的配慮が全面

義務化に変わり、私立大学や事業者でも、義務化が始まる。

そう考えると、全教員対象の研修で個別の指導計画・個別

の教育支援計画の必要性や書き方について共有していく

ことが、生徒の卒業後の不利益を生まないために重要にな

ってくる。 

（５）生涯を通した支援の見通し 

 「就職後や地域にどんな支援機関があるのかわからなか

ったが、センター機能の特別支援学校主催で地域支援機関

の研修があり、よかった」という声がインタビューで聞か

れた。特別支援学校は従来から生徒の卒業後、支援先に引

き継ぐという点について、力を入れてきた。その知見を活

かし、地域の支援機関や小中高をつなぎ、互いにどのよう

な支援をしているのかがわかる研修会の実施が今後も期

待される。また、そのような生活支援・就労支援・小中高

連携以外の、高校卒業後の進学に関する部分では、個々の

Co の連携の経験も少ないことがインタビューからうかが

えた。各大学もホームページ等で合理的配慮の情報の提示

をするなど、情報開示に力を入れているが、この点につい

ては、「具体的にどのように学生をとらえ、日常の学校生



 

活の中でどのように支援をしているのか」という点がCoの

不安要素であり、Co研修では、直接高大連携の顔が見える

研修があるとよいのではないか。 

以上、埼玉県の高校で特別支援教育を推進していくため

の方向性について述べた。 

３.今後の課題 

 今回24名のCoにインタビューを実施したが、いずれも

業務を意欲的にとらえ、取り組むCoばかりであった。しか

し、業務の困難度以前に、本当にどうしてよいかわからな

い状態のCoもいるはずだ。そこで、高校での特別支援教育

を推進するためには、そのような Co の学校状況も詳しく

知る必要がある。また、今回の調査から、各校に定期的に

関わり連携している専門家の助言が、各校での生徒支援に

大きな影響を与えていることがわかった。今後は Co だけ

でなく、さらに配置されている専門家にも同様の調査をす

ることで、埼玉県の高校の特別支援推進上の課題をより正

確に理解していく必要がある。 
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